
ポストコロナを見据えた夜間消費の拡大を図るため、長崎市ならではのナイトタイム

エコノミーのコンテンツを創出する事業を募集し、事業者を支援します

ナイトタイムエコノミー推進費 2,014万6千円
※令和4年度繰越明許予算（570万円）及び当初予算（400万円）と併せて、総額2,984万6千円

コロナ禍からの社会・経済の復興（ポストコロナ対策）

1

ナイトタイムエコノミー推進事業費補助金

夜間において市内外からの集客が見込まれ、地域資源を活用した
ナイトタイムエコノミー推進に資する事業の実施に要する経費を補助し
ます
※ナイトタイムエコノミーとは、夜間における経済活動をいう

・補助対象者 市内に事業所を有する法人その他の団体又は個人
・補 助 率 1/2
・補助限度額 400万円



長崎開港記念行事費補助金 200万円
※令和4年度当初予算（400万円）と併せて、総額600万円

コロナ禍からの社会・経済の復興（社会経済対策）

2

コロナ禍において、市民をはじめ長崎のまちを元気づけるた

め、「2022ながさきみなとまつり」を拡充して開催する長

崎開港記念会の取組みを支援します。

【主な催し】

・各種ステージイベント

・盆踊り

・先賢行列 長崎さるき、きゃあまぐる坂ＧＰ

・浴衣コンテスト

【開催日】令和４年７月30日（土）

令和４年７月31日（日）

・ドローン映像生配信

・花火大会（計16,000発、15号玉大花火）

・露店（約100店） ほか
※ 下線を拡充して実施予定



商店街等にぎわい復活支援費 5,000万円
※令和4年度繰越明許予算（1億円）と併せて、総額1億5,000万円

3

コロナ禍からの社会・経済の復興（社会経済対策）

新型コロナウイルス感染症により失われたまちのにぎわいを復活させるため、

商店街や各業界団体が実施する取組みに対し支援します

※新型コロナウイルスの感染状況を十分配慮して、事業を実施していただきます

商店街等が、プレミアム付商品券発行事業や、顧客獲得を目的
とする各種イベント事業の実施に要する経費を補助します

・補助対象者 商店街や各業界団体

・補 助 率 ９/10

・補助限度額

単独実施の場合
複数団体が連携する場合または

商店街連合組織の場合

プレミアム商品券発行事業 １,０００万円以内 ２,０００万円以内

各種イベント事業 ３００万円以内 ６００万円以内



西九州新幹線開業まつり共催費負担金
4,817万6千円

GOTOトラベルキャンペーン再開の延期や長崎くんちの中止など域

外から誘客が見込めるイベント等が不足する状況の中、西九州新幹

線の開業効果を継続、最大化し、コロナの影響で落ち込んだ地域経

済を活性化するために、新幹線を利用して長崎を訪れたくなるよう

な誘客イベントを実施します。(予算上のイベント名は仮称です。)

陸イベント
ケータリングカー、
飲食ブース設置

海イベント
国内帆船の招聘や
体験クルーズの実施

空イベント
気球の繋留や体験乗船、
打上花火

陸 海 空

コロナ禍からの社会・経済の復興（社会経済対策）

4

開催予定期間 令和4年10月27日～31日

日
本
丸
・
海
王
丸

が
同
時
寄
港
予
定

佐賀・バルーンフェ
スタから参加予定

コロナ対策と
楽しさを両立
した会場



庁舎等維持管理費 1,872万7千円
【単独】庁舎等施設整備事業費 3,340万円

2か所に分散している東総合事務所の
地域福祉課と地域整備課を移転集約
して、市民の利便性向上と事務の効
率化を図ります。

5

移転先
東長崎
地域センター

地域福祉課
(生活福祉係)
地域整備課

地域福祉課
(総務係、
健康支援係)

移転先：十八親和銀行旧東長崎中央支店（矢上町）
744.84㎡ うち庁舎666.54㎡

移転日：令和５年１月４日

令和４年度６月補正予算



6

住み慣れた地域での生活を継続するために、地域密着型サービスの

充実を図るための施設整備を行う事業者に対して補助を行います

小規模多機能型居宅介護事業所 （１事業所）

通 い ・ 泊 り ・ 訪 問 の 3 つ の サ ー ビ ス を 提 供 す る

認知症対応型共同生活介護事業所（グループホーム）

（１事業所）

共同生活の中で日常生活上のお世話・介護を行う

小規模多機能型居宅介護イメージ図

絵：厚生労働省ホームページより

令和４年度６月補正予算（債務負担行為設定）

地域密着型特別養護老人ホーム （３事業所）

常に介護が必要な方を受け入れ、日常生活の介護や健康
管理を行う

高齢者福祉施設整備事業費補助
小規模多機能型居宅介護事業所 3,360万円
地域密着型特別養護老人ホーム 3億1,360万円
認知症対応型共同生活介護事業所 3,360万円


